
証券コード　7273

平成29年６月９日

株 主 各 位
神奈川県厚木市上依知３０１９

株式会社 イ ク ヨ
代表取締役社長 神 尾 裕 司

第78回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第78回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月27日（火曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県厚木市中町二丁目13番１号

レンブラントホテル厚木　２階　暁紅
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 　　第78期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事

業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

　剰余金の処分の件
　株式併合の件
　定款一部変更の件
　取締役５名選任の件

以　上

◎お願い　　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
また、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
http://www.ikuyo194.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －



（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

１．会社の現況に関する事項
(1) 当事業年度の現況
① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策等を背景に緩や
かな回復基調にあるものの、消費者マインドの落ち込みにより個人消費は
低調に推移しました。また、海外においては、アジア新興国等の経済の先
行き、英国のＥＵ離脱問題や米国新政権の政策運営の動向等、先行きは不
透明な状況にありました。

当社の関係する自動車業界では、国内における新車販売台数は伸び悩ん
でおり、海外輸出においても、米国向けが伸びているものの、欧州、中東
向けが減少しており、全体的に前年を下回る結果となっております。

このような状況のなか、当社では、品質管理及び原価低減に取り組み、
収益の拡大に努めてまいりました。

その結果、売上高は10,341百万円（前期比13.1％減少）、営業利益497百
万円（前期比43.9％減少）、経常利益512百万円（前期比44.0％減少）、当
期純利益346百万円（前期比60.4％減少）となりました。
なお、経常利益につきましては、シンジケートローンのリファイナンス

によるシンジケートローン手数料25百万円、当期純利益につきましては、
政策保有株式の一部売却による投資有価証券売却益35百万円、保有してい
る投資有価証券（三菱自動車株式）の時価評価の下落による投資有価証券
評価損5百万円を計上しております。

② 設備投資の状況
　当事業年度に実施いたしました設備投資の総額は、1,864百万円であり
ます。その主なものは、新規受注に向けた金型を含む工具器具備品1,635
百万円であります。

③ 資金調達の状況
　当事業年度において、今後の資金需要に対応した融資枠の確保として、
平成29年３月30日付で主要取引金融機関の株式会社三井住友銀行をアレ
ンジャーとするシンジケート団との間で総額2,100百万円のコミットメン
トライン契約を締結いたしました。
　また、今後の資金調達の安定化を目的として、1,000百万円の長期借入
金を調達いたしました。
　なお、当事業年度末の借入金残高は2,356百万円であります。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　　分
第75期

(平成26年３月期)
第76期

(平成27年３月期)
第77期

(平成28年３月期)
第78期

(平成29年３月期)

売 上 高(百万円) 9,260 10,526 11,894 10,341

経 常 利 益(百万円) 598 831 914 512

当 期 純 利 益(百万円) 352 966 874 346

１株当たり当期純利益 22円95銭 63円01銭 57円02銭 22円62銭

総 資 産(百万円) 7,157 8,031 9,275 10,154

純 資 産(百万円) 1,509 2,488 3,276 3,956

１ 株 当 た り 純 資 産 98円44銭 162円23銭 213円62銭 259円66銭

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

当社をとりまく環境は、自動車業界においては、自動車メーカーの新興

国展開により、現地調達比率が拡大するとともに、性能・品質・コストへの

要求も一層高まっており、競争環境はより厳しい時代になっております。ま

た、主要取引先である三菱自動車工業株式会社のルノー・日産アライアンス

により、経営環境は厳しい状況となっております。

一方で、日産自動車株式会社との販売チャネルを活かして、新たなビジ

ネスチャンスも生まれてくるとの期待もあります。

このような事業環境のなか、当社が継続的に事業規模の拡大を図るため

に、次のような取り組みを行ってまいります。

① 業務管理体制、内部統制の強化

当社が継続的に成長可能な企業体質を確立するため、内部統制の強化が重

要な課題と認識しております。その基本理念に基づいた「内部統制システム

の基本方針」を策定しており、適宜見直しを行い必要に応じて改定を行って

います。また、業務の有効性及び効率性を高めるべく、金融商品取引法に基

づく内部統制報告制度への適切な対応を推進してまいります。さらに、財務

報告に係る内部統制が有効かつ適正に行われる体制の運用・評価を継続的に

行うことで、経営の公正性・透明性の確保に努めるとともに、当社の業務管

理体制を確立し、更なる内部統制の強化に努めてまいります。

② 技術力確保と品質向上及び生産性向上

当社は、品質第一を徹底するため、経営資源を設備投資等に振り向ける一

方で、採算改善、原価低減活動の推進等のコスト低減に努め、品質管理のレ

ベルアップに取り組み、更なる品質管理体制の強化に努めてまいります。

③ 安定的な収益基盤の強化

当社は、新規受注及び既存部品の営業強化による売上拡大を図り、顧客満

足度の向上と生産・品質管理体制の強化を図り、いかなる事業環境の変化に

も対応すべく更なる原価低減活動と生産性の向上に取り組んでまいります。

④ 新技術の創出による成長路線への布石

当社は、自らの新技術の創出に取り組み、受注拡大・生産技術力向上によ

る新工法の提案のための技術力の向上を図り、お客様の要望に応える最適な

生産体制の整備を進めてまいります。

⑤ 人財育成による企業強化

当社は、人材が経営の基盤であり事業環境の変化に対応し、永続的に事業

を継続し成長させるため、人財育成強化が重要な課題と認識し、働きがいの

ある企業体質づくりに取り組んでおります。
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(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

　当社の事業は、自動車部品及びその他の事業に区分され、具体的な事業内

容としては、自動車内外装プラスチック部品等の製造及び販売を主な事業と

しております。

(6) 主要な営業所及び工場並びに使用人の状況（平成29年３月31日現在）

① 主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

本 社 神奈川県厚木市

厚 木 工 場 神奈川県厚木市

名 古 屋 工 場 愛知県半田市

名 古 屋 第 二 工 場 愛知県半田市

岡 山 工 場 岡山県浅口市

② 使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

165（35）名 △1（△1）名 42.77歳 17.52年

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

(7) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,042百万円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 958

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 356

(8) その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成29年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 60,000,000株

(2) 発行済株式の総数 15,385,000株

(3) 株主数 1,082名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 東 株 式 会 社 5,016千株 32.9％

酒 井 政 賢 2,034 13.3

ヤ イ ズ ボ デ ー 工 業 株 式 会 社 570 3.7

水 野 　 弘 376 2.4

松 井 証 券 株 式 会 社 348 2.2

ク リ ナ ッ プ 株 式 会 社 324 2.1

株 式 会 社 紀 文 食 品 306 2.0

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 258 1.6

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 250 1.6

楽 天 証 券 株 式 会 社 206 1.3

（注）持株比率は自己株式（148,759株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況  （平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 李 　 秀 鵬

大連日東塑料加工有限公司　董事長
成悦株式会社 代表取締役
日東株式会社 代表取締役
株式会社協和精機製作所　取締役
神明電機株式会社 代表取締役会長
株式会社タマダイ 代表取締役会長
永井プラスチック工業株式会社 代表取締役会長

代表取締役社長 神 尾 裕 司

取 締 役 副 社 長 内 野 　 実 開発・技術統括部長

取 締 役 渡 辺 　 浩 製造事業部長

取 締 役 森 　 公 利 株式会社指月電機製作所 社外取締役

常 勤 監 査 役 半 澤 祐 治

監 査 役 小 峰 雄 一
株式会社医学生物学研究所　社外監査役
株式会社サン・ライフ　社外監査役
オンコセラピー・サイエンス株式会社　社外取締役
税理士法人綜合税務会計　代表社員

監 査 役 飯 嶌 宣 男

（注）１．取締役森公利氏は、社外取締役であります。

２．監査役小峰雄一氏及び監査役飯嶌宣男氏は、社外監査役であります。

３．監査役小峰雄一氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関

する相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、取締役森公利氏並びに監査役小峰雄一氏及び監査役飯嶌宣男氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第１項に定める損
害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく
賠償責任限度額は、法令に定める最低限度責任額としております。

－ 7 －



（3）取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

5 名
(1)

62 百万円
(2)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

13
(4)

合 計 8 75

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成12年６月26日開催の第61回定時株主総会において年額240

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成７年６月19日開催の第56回定時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。

（4）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　取締役森公利氏は、株式会社指月電機製作所の社外取締役であります。
当社と兼職先との間に特別の利害関係はありません。
　監査役小峰雄一氏は、オンコセラピー・サイエンス株式会社の社外取締
役、株式会社医学生物学研究所、株式会社サン・ライフの社外監査役及び
税理士法人綜合税務会計の代表社員であります。当社と各兼職先との間に
特別の利害関係はありません。

② 取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（12回開催） 監査役会（10回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 森   公 利 12回 100％ - -

監 査 役 小 峰 雄 一 11回 92％ 10回 100％

監 査 役 飯 嶌 宣 男 12回 100％ 10回 100％

③ 取締役会及び監査役会における発言状況

取締役会及び監査役会における発言状況

取 締 役 森   公 利 　主に法務に関する分野から意見を述べるなど、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

監 査 役 小 峰 雄 一

　主に財務及び会計に関する分野から意見を述べるなど、取締役会
の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行って
おります。
　また、監査役会において、監査方針、監査計画など監査業務に関
して適宜、必要な発言を行っております。

監 査 役 飯 嶌 宣 男

　主に経営全般に関する分野から、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。
　また、監査役会において、監査方針、監査計画など監査業務に関
して適宜、必要な発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称　　　　　　　　　　清和監査法人

（2）報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

22百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に

招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報

告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容
及び当該体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

イ．当社は、「全社基本方針」「品質基本方針」「環境基本方針」を取締
役及び従業員に周知し、企業倫理意識の向上や法令遵守のため「行動
規範」を制定し、法令遵守と企業倫理の遵守を企業活動の原点とする
ことを徹底する。

ロ．取締役は、取締役会及び情報の共有を推進することにより、他の取締
役の業務執行を監督する。

ハ．代表取締役社長を経営リスク全体に関する総括責任者として、「経営
リスクマネジメント規定」に基づき、法令及び定款の遵守体制の構
築、維持及び整備を実施する。

二．社長直轄部門である内部監査室が、本社及び各工場を定期的に監査
し、その結果を代表取締役及び取締役会に報告する。

ホ．当社における法令遵守の観点から、これに反する行為等を早期に発見
し、是正するため、「公益通報者保護規定」を制定し、取締役及び従
業員に徹底する。

へ．「公益通報者保護規定」に基づき、法令違反行為等に対して、社内外
に匿名で相談・申告できる「コンプライアンス相談・通報窓口」を設
置し、申告者が不利益な扱いを受けない体制を構築する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は ｢文書管理規定｣ 
に定め、これに従い当該情報を「文書保存期間基準」に基づき適切に
保存し管理する。

③ 損失の危険の管理に関する規定その他の体制
イ．取締役会及びその他の重要な会議において、各取締役、経営幹部及び

使用人から、業務執行に関わる重要な情報の管理をする。
ロ．全社的なリスク管理は管理統括部門が統括的に管理し、各部門固有の

業務に付随するリスクについては、各部門長がそれぞれに自部門に内
在するリスクを把握、分析、評価したうえで適切な対策を実施すると
ともに、従業員への教育を実施する。また、不測の事態が発生した場
合は、社長指揮のもと対策本部を設置し、迅速かつ適正な対応を行
い、損害を最小限に抑える体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会における意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報提供に
より、各取締役の職務執行の効率性の確保を行う。また、業務の適正
を確保するため、ガバナンス体制や内部監査体制の強化を図る。
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⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合､取締
役会は監査役と協議のうえ、監査役を補助すべき使用人を置く。

イ．指名された使用人の独立性を確保するため、当該使用人への指揮権は
監査役に委譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとす
る。

ロ．監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、監査役が毎年
策定する「監査計画書」に従い、実効性ある監査を実施できる体制を
整える。

⑥ 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ
の報告に関する体制

イ．代表取締役及びその他の業務執行を担当する取締役は、取締役会等の
重要な会議において随時その担当する業務の執行状況及び内部体制
に関する報告を行う。

ロ．代表取締役及びその他の業務執行を担当する取締役は、経営リスクに
係わる事項について、発見次第速やかに監査役に対し報告を行う。

ハ．監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するた
め、取締役会等の重要な会議に出席するとともに、稟議書等業務執行
に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び従業員に説明を求めることが
できる。

⑦ 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取
扱いを受けないことを確保するための体制
当社の使用人等が監査役に報告する機会と体制の確保にあたり、報告
を行った使用人等が報告を理由として不利な取扱いを受けないもの
とする。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針
に関する事項
監査の実効性を確保するため、監査役の職務執行について生ずる費用
の予算を毎年計上し、計上外で拠出する費用についても、法令に則っ
て会社が前払いまたは償還する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．当社の取締役及び従業員は、監査の実効性、有用性に対する理解が浸

透するように監査環境を整備する。
ロ．代表取締役との定期的な意見交換を行う。
ハ．監査役は、「監査役会規定」「監査役監査基準」「内部統制システム

基本方針」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保すると
ともに、内部監査部門及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら自ら
の監査成果の達成を図る。

⑩ 財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告の適正性を確保するために「財務報告に係る内部統制基本方
針」を策定し、財務に係る業務の仕組みを整備構築し、業務の改善に
努める。
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⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について
当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、一切の取引
は行わず、不当・不正な要求に応じないことをすべての役員及び従業
員に徹底する。

⑫ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の
概要は、以下のとおりであります。

イ．コンプライアンス
(ⅰ)コンプライアンス意識の向上を図るため、幹部社員を対象としたコン

プライアンスに係る社内研修を実施。
(ⅱ)コンプライアンス教育の一環として、コンプライアンス意識の向上を

図るための改善活動を継続的に実施。
ロ．リスクマネジメント
(ⅰ)経営リスクマネジメント委員会による、組織横断的なリスク、潜在的

なリスクへの対応及び啓蒙活動を定期的に実施。
(ⅱ)情報セキュリティ対策の一環として、幹部社員を対象とした機密管理

に係る社内研修を実施。
ハ．財務報告に係る内部統制

財務報告の適正性と信頼性を確保するため、当事業年度の「監査計画
書」に基づき、内部統制評価を実施。

二．内部監査
当事業年度の「内部監査方針」に基づき、社長直轄部門である内部監
査室が内部監査を実施。

７．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

従業員に対する長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

4,280,161

1,831,749

611,104

103,849

1,074,182

72,561

77,399

151,921

28,124

3,685

175,559

94,293

55,728

5,874,464

5,093,606

697,261

86,479

192,467

4,192

2,731,598

1,169,861

812

210,932

39,201

10,791

28,410

741,656

376,216

66,354

1,050

10,172

6,982

232,361

48,518

流 動 負 債 3,669,651

支 払 手 形 1,231,741

買 掛 金 737,188

１年内返済予定の長期借入金 474,000

リ ー ス 債 務 853

未 払 金 205,005

未 払 費 用 192,989

未 払 法 人 税 等 24,970

未 払 消 費 税 等 1,745

前 受 金 274,076

預 り 金 16,554

賞 与 引 当 金 81,798

設備関係支払手形 428,727

固 定 負 債 2,528,660

長 期 借 入 金 1,882,000

退 職 給 付 引 当 金 646,660

負 債 合 計 6,198,311

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,826,977

資 本 金 2,298,010

利 益 剰 余 金 1,555,379

その他利益剰余金 1,555,379

繰 越 利 益 剰 余 金 1,555,379

自 己 株 式 △26,412

評価・換算差額等 129,337

その他有価証券評価差額金 129,337

純 資 産 合 計 3,956,315

資 産 合 計 10,154,626 負債・純資産合計 10,154,626
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損　益　計　算　書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,341,989

売 上 原 価 8,828,640

売 上 総 利 益 1,513,349

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,016,346

営 業 利 益 497,002

営 業 外 収 益

受 取 利 息 378

受 取 配 当 金 9,104

金 型 精 算 差 益 67,727

雑 収 入 5,261 82,472

営 業 外 費 用

支 払 利 息 30,318

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 25,000

金 型 精 算 差 損 8,269

雑 損 失 3,534 67,121

経 常 利 益 512,353

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 42

投 資 有 価 証 券 売 却 益 35,611 35,654

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 29,498

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5,531 35,029

税 引 前 当 期 純 利 益 512,977

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,388

法 人 税 等 調 整 額 98,091 166,480

当 期 純 利 益 346,497
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

平 成 2 8 年 4 月 1 日
残 高

2,298,010 866,879 866,879 △9,727 3,155,161

会計方針の変更による累積的影響額 342,002 342,002 342,002

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た 当 期 首 残 高 2,298,010 1,208,882 1,208,882 △9,727 3,497,164

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 346,497 346,497 346,497

自 己 株 式 の 取 得 △16,684 △16,684

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - 346,497 346,497 △16,684 329,812

平 成 2 9 年 3 月 3 1 日
残 高

2,298,010 1,555,379 1,555,379 △26,412 3,826,977

評価・換算差額等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証
券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成 2 8 年 4 月 1 日
残 高

121,146 121,146 3,276,308

会計方針の変更による累積的影響額 342,002

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た 当 期 首 残 高 121,146 121,146 3,618,310

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 346,497

自 己 株 式 の 取 得 △16,684

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額(純額)

8,191 8,191 8,191

事業年度中の変動額合計 8,191 8,191 338,004

平 成 2 9 年 3 月 3 1 日
残 高

129,337 129,337 3,956,315
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個別注記表
［重要な会計方針に係る事項］
１． 資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券

関係会社株式　　　　　　　　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの・・・　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの・・・　　　移動平均法による原価法
（２）たな卸資産

①製品、仕掛品及び原材料　　　 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく、簿価切下げの方法により算定）

②貯蔵品　　　　　　　　　　　 最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定)

２． 固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備は除く）
平成10年３月31日以前に取得したもの・・・旧定率法によっております。
平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したもの

・・・旧定額法によっております。
平成19年４月１日以降に取得したもの・・・定額法によっております。

建物以外
工具、器具及び備品
平成19年３月31日以前に取得したもの・・・旧定額法によっております。
平成19年４月１日以降に取得したもの・・・定額法によっております。
その他の有形固定資産
平成19年３月31日以前に取得したもの・・・旧定率法によっております。
平成19年４月１日以降から平成24年３月31日までに取得したもの

・・・定率法（250％定率法）によっております。
平成24年４月１日以降に取得したもの

・・・定率法（200％定率法）によっております。
平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

・・・定額法によっております。
（２）無形固定資産（リース資産を除く）

法人税法の規定に基づく定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

（３）リース資産　　　　　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。
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３．引当金の計上基準
（１）賞与引当金　　　　　　　　　 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込

額のうち当事業年度負担額を計上しております。
（２）退職給付引当金　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による
按分額(定額法)を費用処理しております。
数理計算上の差異は、当事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用または費用の減額処理することとし
ております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

[会計方針の変更]
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日。以下「回収可能性適用指針」という。）を当事業年度から適用し、繰延税金資
産の回収可能性に関する会計処理の方法の一部を見直しております。
回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な

取扱いに従っており、当事業年度の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から
③に該当する定めを適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前事業年度末の
繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加算して
おります。
この結果、当事業年度の期首において、繰延税金資産（流動資産）３百万円、繰延税金資

産（投資その他の資産）338百万円、利益剰余金342百万円がそれぞれ増加しております。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４
月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に
変更しております。
なお、当事業年度において、計算書類への影響額は軽微であります。

[表示方法の変更]
(貸借対照表関係)
前事業年度まで流動資産の「受取手形」に含めておりました「電子記録債権」は、金額的

重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しました。なお、前事業年度の「電子記録債
権」は69,520千円であります。
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［貸借対照表に関する注記］
１．有形固定資産の減価償却累計額 30,364,583 千円
２．担保資産及び担保付債務
（１）担保に供している資産の額
建物

構築物

機械及び装置

697,261 千円
(291,735)千円

44,237 千円
(44,237)千円
63,266 千円
(63,266)千円

工具、器具及び備品

土地

1,485,589 千円
(1,485,589)千円
1,169,861 千円
(61,176)千円

計 3,460,216 千円
(1,946,006)千円

（２）担保付債務の額
１年内返済予定の長期借入金 214,000 千円

(214,000)千円
長期借入金 542,000 千円

(542,000)千円

計 756,000 千円
(756,000)千円

上記の内( )書は、工場財団を組成しております。

３．受取手形裏書高 110,000 千円

４．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
(1)短期金銭債権 27,626 千円
(2)短期金銭債務 10,894 千円

［損益計算書に関する注記］
１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸資産評価損が

売上原価に含まれております。なお、以下の金額は戻入額と相殺した後のものです。
たな卸資産評価損 3,471 千円

２．関係会社との取引高は次のとおりであります。
営業取引による取引高 35,504 千円
営業取引以外の取引による取引高 - 千円
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[株主資本等変動計算書に関する注記]
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式  15,385,000株 -株 -株 15,385,000株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 48,192株 100,567株 -株 148,759株

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得100,000株及び単元未満
株式の買取567株による増加分であります。
３．剰余金の配当に関する事項
基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当た
り配当額

基 準 日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 60,944千円 ４円00銭 平成29年３月31日 平成29年６月29日

４．当事業年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

［税効果会計に関する注記］
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金及び繰越欠損金等であり、繰

延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針

当社は、主に自動車部品等の製造販売事業を行うため、資金運用については短期的な預金
等に限定し、また、運転資金及び設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入によ
り調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社の「与信管理規定」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う
とともに、主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としています。投資有価証券で
ある株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の
株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。
借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、この内一部は変動

金利であるため金利の変動リスクに晒されております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、資金計画表を

作成するなどの方法により管理しております。
(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる
ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものは、次表には含まれておりません（（注2）参照）。

(単位：千円)

貸借対照表計上額
(※1)

時価(※1) 差額

(1)現金及び預金
(2)受取手形
(3)売掛金
(4)投資有価証券

その他有価証券
(5)支払手形
(6)買掛金
(7)長期借入金(※2)

1,831,749
611,104

1,074,182

272,646
(1,231,741)
(737,188)

(2,356,000)

1,831,749
611,104

1,074,182

272,646
(1,231,741)
(737,188)

(2,379,522)

-
-
-

-
-
-

(23,522)

(※1)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(※2)１年内返済予定の長期借入金を含めた残高を記載しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法に関する事項
(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
(4)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券はその
他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額と取得原価との差額は以
下のとおりであります。

(単位：千円)

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 83,139 264,952 181,813

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 7,693 7,693 -

合計 90,832 272,646 181,813

(5)支払手形、(6)買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。
(7)長期借入金

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、時価は帳簿価額とほぼ等し
いことから、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに
区分した当該長期借入金の元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて時価を算定しております。
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(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(1)非上場株式(貸借対照表計上額103,570千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

(2)関係会社株式(貸借対照表計上額66,354千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
上表には含めておりません。

［関連当事者との取引に関する注記］

種 類
会 社 等

の 名 称
所 在 地

資 本 金

又 は

出 資 金

（千円）

事 業 の

内 容

議決権等

の 所 有

（ 被 所

有）割 合

関連当事者

と の 関 係

取 引

内 容

取引金額

（千円）
科 目

期末残高

（千円）

役 員 及

び そ の

近 親 者

が 議 決

権 の 過

半 数 を

所 有 し

て い る

会 社 等

大 連 日

東 塑 料

加 工 有

限 公 司

中 国

大 連 市
800,000

プラスチ

ック製品

の生産販

売

被所有

　直接

 -％

（間接

32.9％）

原材料の

の仕入

役員の兼

任

射 出 成

型 品 の

購入

22,425 買 掛 金 -

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．一般取引条件を参考に協議の上、決定しております。

２．当社取締役李秀鵬氏が議決権の32.9％を間接保有しております。
３．上記取引金額には、消費税等を含まず、残高には消費税等を含みます。

［１株当たり情報に関する注記］
１．１株当たり純資産額 259円66銭
２．１株当たり当期純利益 22円62銭
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（重要な後発事象）
株式併合および単元株式数の変更
　当社は平成29年４月26日開催の取締役会において、平成29年６月28日開催の第78回定時株
主総会に普通株式の併合及び単元株式数の変更について付議することを決議し、同取締役会
において承認されました。

(1）株式併合及び単元株式数の変更の目的
　全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の
普通株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。
　当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買
単位である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、併せて、証券取引所が望ま
しいとしている投資単位の金額水準（５万円以上50万円未満）を勘案し、株式併合を実施す
るものであります。

(2）株式併合の内容
①　株式併合する株式の種類

普通株式
②　株式併合の方法・比率

　平成29年10月１日付で、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主の所有
株式数を普通株式10株につき１株の割合で併合いたします。

③　株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 15,385,000株

株式併合により減少する株式数 13,846,500株

株式併合後の発行済株式総数 1,538,500株

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「併合後の発行済株式総数」は、併合前の
発行済株式総数及び併合割合に基づき算出した理論値です。

④　１株未満の端数が生じる場合の処理
　株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条により、一
括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配い
たします。

(3）単元株式数の変更の内容
　株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたします。

(4）株式併合及び単元株式数の変更の日程

取締役会決議日 平成29年４月26日

株主総会決議日 平成29年６月28日

株式併合及び単元株式数の変更 平成29年10月１日

(5）１株当たり情報に及ぼす影響
　当該株式併合が当事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の、当事業年度における
１株当たり情報は以下のとおりです。

当事業年度
（自　平成28年４月１日）
（至　平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 2,596.65円

１株当たり当期純利益金額 226.16円

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記
載しておりません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月19日

株式会社　イ　ク　ヨ

取　締　役　会　御　中

清和監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 坂　井　浩　史 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大　塚　貴　史 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イクヨの平成28年４月
１日から平成29年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正
妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及
びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類
及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の
目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明
細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算
書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第78期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める
体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(１)　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(２)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人清和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月19日

株式会社　イ　ク　ヨ　監査役会

常勤監査役 半　澤　祐　治 ㊞

社外監査役 小　峰　雄　一 ㊞

社外監査役 飯　嶌　宣　男 ㊞

以　上
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第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様にとっての収益性、将来の事業拡大、会社の財務体質の強

化等を総合的に考慮したうえで、長期的な視野に立った安定的な成果配分を継続

することを基本方針としております。

株主の皆様には、第63期より無配が続き、大変ご迷惑をおかけして申し訳なく

存じております。全社をあげて業績の回復に努めてまいりました結果、第78期の

期末配当については、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案して、配当の体制

が整ったものと判断致しました。また、当社は、平成29年５月10日に創立70周年

を迎えました。つきましては、これまでの株主の皆様のご支援にお応えするため、

普通配当３円に記念配当１円を加え、当期の期末配当は１株につき４円とさせて

いただき、以下のとおり復配したいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式　１株につき金４円00銭

（普通配当３円00銭、創立70周年記念配当１円00銭）

配当総額　　　60,944,964円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月29日
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第２号議案　株式併合の件

１．株式併合を必要とする理由

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」

を発表し、上場する国内会社の普通株式の売買単位を100株

に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する企業としてこの趣旨を

尊重し、当社株式の売買単位を100株に変更するとともに、

全国証券取引所が望ましいとする投資単位の水準（５万円以

上50万円未満）を維持することを目的として、株式の併合を

行うものであります。

２．株式併合の内容

(1）併合の割合

当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと

存じます。

なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場

合には、会社法の定めに基づき一括して処分し、その処分

代金を端数が生じた株主の皆様に対して、端数の割合に応

じて分配いたします。

(2）株式併合の効力発生日

平成29年10月１日

(3）効力発生日における発行可能株式総数

６００万株

(4）その他

手続上の必要な事項につきましては、取締役会にご一任

願いたいと存じます。
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第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

(1）第２号議案「株式併合の件」の承認可決を条件として、発行済株

式総数の減少に伴う発行可能株式総数の適正化を図るために、現

行定款第６条（発行可能株式総数）に規定されている発行可能株

式総数を6,000万株から、600万株に変更するものであります。

(2）同じく第２号議案「株式併合の件」の承認可決を条件として、当

社株式の売買の利便性及び流動性の向上を図るため、現行定款第

８条（単元株式数）が規定する当社普通株式の単元株式数を1,000

株から100株に変更するものであります。

(3）現行定款第６条（発行可能株式総数）及び第８条（単元株式数）

の変更の効力は、株式併合の効力発生日に生ずることとする附則

を設け、株式併合の効力発生日経過後は、これを定款から削除す

るものであります。

２．変更の内容
（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第６条（発行可能株式総数）
当社の発行可能株式総数は、６，０００万株
とする。

第６条（発行可能株式総数）
当社の発行可能株式総数は、６００万株
とする。

第８条（単元株式数）
当社の単元株式数は、１，０００株とする。

第８条（単元株式数）
当社の単元株式数は、１００株とする。

（新　設） 附　則
第６条（発行可能株式総数）および第８
条（単元株式数）の変更は、平成２９年
１０月１日をもって、効力が発生するも
のとする。なお、本附則は効力発生日の
経過後これを削除する。
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第４号議案　取締役５名選任の件

取締役５名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

１
り　しゅうほう
李 　 秀 鵬
(昭和43年３月18日生)

昭和59年１月　大連壁海山荘入社
平成15年９月　大連田村塑料有限公司

設立（日中合弁）董事長(現任)
平成20年12月　大連日東塑料加工有限公司

（日中合弁）董事長(現任)
平成22年８月　成悦株式会社 代表取締役(現任)
平成23年２月　日東株式会社 代表取締役(現任)
平成23年４月　当社顧問
平成23年６月　当社代表取締役会長(現任)
平成23年７月　株式会社協和精機製作所 取締役

（現任）
平成24年９月　神明電機株式会社 代表取締役会長

（現任）
平成25年12月　株式会社タマダイ 代表取締役会長

（現任）
平成27年１月　永井プラスチック工業株式会社 代表取締

役会長（現任）

－株

（取締役選任理由）
企業経営者としての豊富な経験・実績・見識を有してお

り、リーダーシップを発揮して、経営の重要事項の決定お
よび業務執行を行うのに適任であると判断したことから取
締役候補者といたしました。

２
かみお　ゆうじ
神 尾 裕 司
(昭和30年７月22日生)

昭和53年４月　当社入社
平成14年７月　当社第二営業部長
平成18年４月　当社執行役員第二営業部長
平成20年４月　当社営業統括部長
平成20年10月　当社執行役員営業統括部長
平成20年11月　当社取締役営業統括部長
平成21年２月　当社取締役営業購買統括部長
平成25年６月　当社代表取締役社長(現任)

13,000株

（取締役選任理由）
当社の代表取締役社長としての豊富な経験・実績・見識

を有しており、リーダーシップを発揮して、経営の重要事
項の決定および業務執行を行うのに適任であると判断した
ことから取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社の株式数

３
うちの　みのる
内 野 　 実
(昭和24年６月18日生)

昭和47年４月　日産自動車株式会社入社
平成10年４月　同社材料技術部長
平成12年４月　日立粉末冶金株式会社入社
平成15年６月　同社執行役技術開発センター長
平成18年４月　同社執行役常務
平成20年４月　同社執行役専務粉末冶金事業本部長
平成20年７月　同社専務取締役
平成21年４月　同社常務取締役技術開発本部長
平成22年４月　同社監査役
平成24年４月　当社顧問
平成24年６月　当社取締役副社長開発・技術統括部長
平成29年４月　当社取締役副社長開発・技術統括、営業購

買統括部長(現任)

－株

（取締役選任理由）
当社の経営管理に関する豊富な経験・実績・見識を有し

ており、リーダーシップを発揮して、経営の重要事項の決
定および業務執行を行うのに適任であると判断したことか
ら取締役候補者といたしました。

４
わたなべ　ひろし
渡 辺 　 浩
(昭和30年12月12日生)

昭和54年４月　三菱自動車工業株式会社入社
平成20年６月　同社調達本部調達技術部担当部長
平成21年４月　同社調達本部調達技術部部長
平成23年４月　当社顧問
平成23年６月　当社取締役品質統括部長
平成24年７月　当社取締役開発・品質統括部長
平成25年６月　当社取締役製造事業部長（現任） －株

（取締役選任理由）
当社の製造技術及び品質管理に関する豊富な経験・実

績・見識を有しており、リーダーシップを発揮して、経営
の重要事項の決定および業務執行を行うのに適任であると
判断したことから取締役候補者といたしました。

５
もり　きみとし
森 　 公 利
(昭和26年８月５日生)

昭和49年４月　神栄株式会社入社
昭和56年９月　松下精工株式会社（現パナソニックエコシ

ステムズ株式会社）入社
法務、コンプライアンス部門責任者を歴任

平成18年４月　同社理事法務部長
平成21年６月　同社監査役
平成25年６月　株式会社指月電機製作所社外取締役（現任）
平成27年６月　当社社外取締役（現任）

－株

（取締役選任理由）
企業での法務、コンプライアンス部門を歴任し、社外取

締役の役員経験があり、幅広い知識と豊富な知見を有して
いることから、監督機能の一層の強化を図るうえで適任で
あると判断し、社外取締役候補者といたしました。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．森公利氏は、社外取締役候補者であり、当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもっ

て２年となります。
３．森公利氏は、現在、社外取締役であり、当社は、同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法
令に定める最低限度責任額となり、本総会において同氏の再任が承認された場合も同契約を
継続する予定であります。

４．当社は、森公利氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏が再
任された場合は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

以上
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株主総会会場ご案内図

会場　神奈川県厚木市中町二丁目13番１号
ＴＥＬ 046（221）0001
レンブラントホテル厚木　２階　暁紅

◎交通のご案内

小田急線／新宿駅より約１時間

小田急線／小田原駅より約50分

相鉄線／横浜駅より約50分（海老名駅にて小田急線乗り換え）


